令和　　年　　月　　日
地球規模課題対応国際科学技術協力（ＳＡＴＲＥＰＳ）
研究参加者誓約書（雛形）
研究担当者所属研究機関
          «契約先機関名»      御中 
研究課題名　
      «研究課題名»                                                       

(研究期間　年　月　～　年　月)

研究代表者氏名　
      «研究代表者名»                                                    
研究題目名


      «研究題目名»                                                      

（研究期間　年　月　～　年　月）

　研究担当者氏名　
　      «研究担当者氏名»                                                  
	　本機関に所属する者が標記研究課題の研究題目の研究参加者となるにあたり、機関として、別記１の誓約事項を遵守し、研究参画者の管理について責任を持って適正に行います。
研究参加者所属研究機関（注１）
          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	
	

	　標記研究課題の研究題目の研究参加者となるにあたり、研究計画の遂行に関して研究担当者と協力しつつ、別記１の誓約事項を遵守します。
          　　　　　　　　　　　　　　　研究参加者（注２）
（所属研究機関・部局・職・氏名）　（捺印又は署名）


	
	
	


	注．１
	所属機関長の職・氏名・職印欄は、学部長、附置研究所等の部局の長が誓約書に関する権限を委任されているときは、これらの部局長の氏名・職印で差し支えありません。

	２
	同一の研究課題の研究題目について、同一の研究機関から複数の研究参加者が参加しようとする場合は、「研究参加者の所属研究機関・部局・職・氏名」欄に連記して差し支えありません。

	本書２通を作成し、研究担当者所属研究機関及び研究参加者所属研究機関のそれぞれが各１通を保有する。


（別記１）誓約事項
«研究参加者の所属機関名»（以下「乙」という。）は、«研究担当者所属研究機関（契約先機関名）»（以下「甲」という。）が実施している「«研究課題名»」の「«研究題目名»」に関する研究（以下「本研究」という。）につき、乙に属する研究者等（以下「丙」という。）が、本研究に参加するにあたり、以下の条項を遵守し、かつ、丙をして遵守させることを誓約します（以下「本誓約」という。）。

（実施内容）
第１条　乙は、「«研究課題名»」に関して独立行政法人国際協力機構と«相手国名»（以下「相手国」という。） «RD相手国署名機関»の間で«○○年○月○日»に署名された討議議事録（Record of Discussions、以下「本討議議事録等」という。）及び«相手国_代表機関名»と«日本側_代表機関名»の間で«○○年○月○日»に交わした合意文書（「«研究課題名»」に関して国際共同研究により生じる守秘義務及び知的財産、遺伝資源へのアクセスと利益配分、研究成果の公表、紛争の解決、及び制約事項等について定めた合意文書、以下「本合意文書」という）の内容に従い本研究を行うものとする。
（秘密情報の取扱い）

第２条　乙は、本誓約締結日から、本研究に関する次の各号の情報（以下「本秘密情報」という。）を厳に秘密に保持し、甲の書面による事前の承諾がない限り、科学技術振興機構及び国際協力機構以外の第三者に開示もしくは漏洩し、又は本研究以外の目的に使用しない。
（１）本誓約に基づき甲より開示を受け又は知り得た甲の技術上及び営業上その他一切の情報のうち、秘密である旨の明示があった情報。
（２）本誓約事項の内容及び本誓約の事実。
２　次の各号の一に該当することを証明できる情報については、本秘密情報から除かれる。
（１）甲から知得する前に既に公知のもの。
（２）甲から知得する前に既に自ら所有していたもの。
（３）甲から知得した後に当事者の責めによらずに公知となったもの。
（４）正当な開示権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに知得したもの。
（５）本秘密情報とは無関係に独自に開発したもの。
（６）公開を前提として相手方から提出を受けた文書に記載された情報
３　第１項の定めにかかわらず、乙は、法令により開示が義務付けられているとき、又は関係する府省若しくは裁判所その他の公的機関に開示を求められたときは、必要かつ相当な範囲でこれを開示することができる。ただし、開示する場合は、速やかに甲へその内容を書面にて事前に通知するものとする。
４　乙は、丙が本条と同様の秘密保持義務を負うよう措置するものとし、丙が乙を離れた後も本条と同様の秘密保持義務を負うよう措置するものとする。また、乙は、丙以外の本研究に関与する者で、自己の管理下又は監督下にある者についても、同様の措置を講じなければならない。
５　乙は、知的財産権の実施許諾を目的として秘密情報を公開前に第三者に開示する場合には、事前に甲の書面による同意を得ることを要し、当該第三者に対しては本条と同様の秘密保持義務を課すものとする。
６　本条の効力は本研究の終了後も5年間存続するものとする。

（情報の管理）
第３条　乙は、本秘密情報を知る正当な理由のある者にのみそれぞれ各人に必要な範囲の情報に限り開示し、当該開示を受ける者に本誓約と同様の義務を遵守させる。
２　乙は、開示者の書面による事前の承諾がない限り、本研究を行うために必要と合理的に認められる範囲を超えて本秘密情報を複製しない。
（情報の返還）

第４条　乙は、甲から返還の求めがあった場合、甲から開示を受けた本秘密情報のうち甲から返還を求められた情報（複製物を含む。）を直ちに甲に返還し又は廃棄する。
（成果の公表）
第５条　乙は、本研究の実施により得られる研究成果を甲及び科学技術振興機構（以下「機構」という。）が原則として外部に公表することを予め了解する。

２　乙は、甲及び機構が研究成果を外部に公表する場合、その公表が円滑に行われるよう合理的な範囲で甲及び機構に協力するものとする。
３　乙は、本研究の実施により得られる研究成果を公表する場合、地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）の成果である旨を明記するものとする。
４　乙による研究成果の公表が、第２条に反する場合又は甲の知的財産権取得等の業務に支障をきたすおそれがある場合には、事前に協議して公表の可否を含めた対応を決定するものとする。
（損害が生じた場合の取扱い）

第６条　乙は、丙が本研究の実施により、甲の施設・設備等を損傷し、又はその他第三者の生命、身体又は財産に損害を生じたさせた場合、乙はその費用と責任において解決するものとする。
（遺伝資源へのアクセス・持ち出し等）
第７条　乙は、本研究の実施に際し、本合意文書及び本討議議事録等の内容に基づき、遺伝資源のアクセスを行うものとする。
２　乙は、本研究の過程で得られた遺伝資源については、甲に報告し、要求に応じて付随した情報を共有する。

３　乙は、甲の事前同意なくして、遺伝資源を第三者へ移転しないものとする。

４　乙は、前項に従い、甲の事前同意を得て、遺伝資源を第三者に移転する場合、移転先の第三者と別途素材移転契約（Material Transfer Agreement: MTA）を締結して行うものとする。

（知的財産権の帰属）

第８条　乙は、本研究によって得られた知的財産権を自らに帰属させることを希望する場合、産業技術力強化法（平成12年法律第44号）第17条第1項各号に掲げる全ての事項（同条項中、「特定研究開発等成果」については「発明等」、「国」については「機構」（ただし、同項第2号の「国」については「国又は機構」）とそれぞれ読み替えるものとする。）及び／又は、コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成16年法律第81号）第25条第1項各号に掲げる全ての事項（同条項中、「国」については「機構」（ただし、同項第2号の「国」については「国又は機構」）、とそれぞれ読み替えるものとする。）（以下、本条において「遵守事項」と総称する。）を遵守する。

２　乙は、本研究によって得られた知的財産権について、遵守事項を遵守しない場合で機構から求められた場合は、当該知的財産権を無償で機構に譲渡しなければならないものとする。

（知的財産権に関する報告・通知）

第９条　乙は、本研究によって得られた知的財産権について、第８条の規定に基づき乙に帰属することとなった知的財産権（以下、本条において「本知的財産権」という。）に関して、機構及び甲が当該知的財産権の共有持分権を有していない場合には、次の各号の規定を遵守する。
（１）乙は、国内への出願又は申請を行ったときは、出願又は申請の日から60日以内に、機構が別途定める様式による知的財産権出願通知書により機構及び甲に対し通知するものとする。また、乙は、国外への出願又は申請を行ったときは、出願又は申請の日から90日以内に、機構が別途定める様式による知的財産権出願通知書により機構及び甲に対し通知するものとする。
（２）乙は、前号の出願又は申請を行った本知的財産権に関して、設定登録等、その後の状況に変化があった場合において、設定登録等が国内に係る場合は、設定登録等を受けた日から６０日以内に、機構が別途定める様式による知的財産権設定登録等通知書により、機構及び甲に通知するものとする。また、乙は、設定登録等が外国に係る場合は、設定登録等を受けた日から９０日以内に、機構が別途定める様式による知的財産権設定登録等通知書により、機構及び甲に通知するものとする。
（３）乙は、第1号の出願又は申請を行った国内における本知的財産権を自ら実施したとき及び第三者に実施の許諾（ただし、第4号に定める専用実施権等の設定等若しくは移転を除く）をしたとき、並びにその後の実施の状況及び実施許諾の状況に変化があったとき（ただし、第4号に定める専用実施権等の設定等若しくは移転を除く）は、その日から60日以内に機構が別途定める様式による知的財産権実施通知書により、機構及び甲に通知するものとする。また、乙は、第1号の出願又は申請を行った国外における本知的財産権を自ら実施したとき及び第三者に実施の許諾（ただし、第4号に定める専用実施権等の設定等若しくは移転を除く）をしたとき、並びにその後の実施の状況及び実施許諾の状況に変化があったとき（ただし、第4号に定める専用実施権等の設定等若しくは移転を除く）は、その日から90日以内に機構が別途定める様式による知的財産権実施通知書により、機構及び甲に通知するものとする。
（４）乙は、第三者に対し、本知的財産権を移転しようとするときは、機構が別途定める様式による知的財産権移転承認申請書を提出し、予め機構及び甲の承諾を得るものとする。また、乙は、第三者に対し、本知的財産権につき専用実施権等（仮専用実施権を含む。）の設定等若しくはその移転の承諾をしようとするときは、機構が別途定める様式による専用実施権等設定・移転承認申請書を提出し、予め機構及び甲の承諾を得るものとする。乙は、機構及び甲の承諾を得て本知的財産権の移転又は専用実施権等の設定等若しくは移転（以下「知的財産権の移転等」という。）を行う場合、当該第三者をして遵守事項を遵守させるものとする。ただし、合併若しくは分割により移転する場合又は産業技術力強化法施行令（平成12年政令第206号）第１１条第３項各号に定める場合には、乙は、本知的財産権の移転等をした日から60日以内に機構が別途定める様式による知的財産権設定登録等通知書又は知的財産権実施通知書により、機構及び甲に対しそれぞれ通知すれば足りるものとする。
（知的財産権に係わるその他）

第10条　乙は、自己に帰属する知的財産権の出願・維持等に係わる一切の費用を当該知的財産権に対する乙の持分に応じて負担する義務を負うものとする。
２　乙は甲とともに知的財産権の共有持分権者となる場合、当該知的財産権の出願に先立ち、甲と協議の上、共同出願契約書を締結しなければならない。
３　乙は、本知的財産権に関し、機構及び甲に提供された著作物に係わる著作権について、機構及び甲による当該著作物の利用に必要な範囲内において、機構及び甲が使用する権利ならびに機構及び甲が第三者に使用を再許諾する権利を、機構及び甲に許諾したものとする。ただし、著作権法に規定するプログラムの著作物及びデータベースの著作物（以下「プログラム等」という。）にかかわる著作権については、機構及び甲にプログラム等の提供をする際に、機構及び甲と協議の上、その取扱いを定めるものとする。
４　乙は、本知的財産権について、機構、甲又は当該二者が指定する第三者による本研究の成果及びこれに関連する著作物にかかわる著作権の実施について、著作者人格権及び実演家人格権の不行使等の権利処理を乙自身の責任において行うものとする。
５　乙は、本知的財産権に関し、機構及び甲に提供された著作物について、第三者の著作権その他の権利を侵害していないことを保証するものとし、機構及び甲に提供された著作物に係る一切の紛争については、乙が自己の責任及び費用において対応を行うものとする。
（反社会的勢力の排除）

第11条　乙は、自己が下記の各号の一に該当しないこと、及び今後もこれに該当しないことを表明・保証するとともに、乙が各号の一に該当したとき又は該当していたことが判明したときは、甲が乙への別段の催告を要せずに、直ちにその旨を機構へ報告すること、及び乙の本研究への参加を中止することを、予め了解する。
（１）乙が、暴力団、暴力団構成員、暴力団関係企業若しくは関係者、総会屋、その他反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という。）であること、又は反社会的勢力であったこと。
（２）乙の役員又は実質的に経営を支配する者が反社会的勢力であること、又は反社会的勢力であったこと。
（３）乙の親会社、子会社（いずれも会社法の定義による。以下同じ。）又は本契約履行のために使用する委任先その他第三者が前二号のいずれかに該当すること。
２　乙は、下記の各号の一に該当する行為を行ったときは、甲が乙への別段の催告を要せずに、直ちにその旨を機構へ報告すること、及び乙の本研究への参加を中止することを、予め了解する。
（１）乙が、甲又は機構に対して脅迫的な言動をすること、暴力を用いること、若しくは甲又は機構の名誉・信用を毀損する行為を行うこと。
（２）乙が、偽計又は威力を用いて甲又は機構の業務を妨害すること。
（３）乙が、反社会的勢力である第三者をして前二号の行為を行わせること。
（４）乙が自ら又はその役員若しくは実質的に経営を支配する者が、反社会的勢力への資金提供を行う等、その活動を助長する行為を行うこと。
（５）乙の親会社又は子会社が前四号のいずれかに該当する行為を行うこと。
（６）本誓約により発生する権利義務について、反社会的勢力との間で取引をし、又はその準備をすること。
３　乙は、前二項各号の規定により本研究への参加を中止されたことを理由として、甲及び機構に対し損害賠償を請求することはできない。
４　乙は、本条第１項及び第２項の各号の規定により本研究への参加を中止された場合には、実際に生じた損害の賠償に加えて、甲と機構の間で締結された委託研究契約に基づき機構が甲から徴収する違約金のうち機構が指定する金額を、機構の定める期限までに、甲に対し支払うものとする。
５　乙は暴力団、暴力団員、暴力団関係者等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、これを拒否し、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。
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